
平成 31年３月 22日公表 

監査公表第 27号（平成 31年３月 22日、県公報第 4078号登載） 

行政監査結果に基づく措置通知（平成 29年度） 

 

監査公表第 27号 

 

 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 199条第９項の規定により報告した

「許認可等に係る事務について」の行政監査結果の報告（平成 30 年３月 29 日

29監総第 504号－２）に基づき、知事から措置を講じた旨の通知があったので、

同条第 12項の規定により、次のとおり公表する。 

 

 平成 31年３月 22日 

 

                 福岡県監査委員 山 下  郎 

                 同       行 正 晴 實 

同       岩 﨑   勇 

同       江 藤 秀 之 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

３０行経第２６３１号 

平成３１年２月２７日 

 

 

福岡県監査委員  山 下  郎 様 

 同        行 正 晴 實  様 

 同        岩 﨑   勇 様 

 同        江 藤 秀 之 様 

 

 

福岡県知事 小川 洋    

 

 

監査の結果に係る措置について（通知） 

 

平成３０年３月２９日２９監総第５０４号－２の監査結果の報告に基づき、次のとおり

講じた措置について通知します。 

 

記 

 

 

対象機関名 監査の結果 講じた措置の内容 

 

保健医療介護部 

福祉労働部 

環境部 

県土整備部 

 

 

 

 

 

１ 審査基準の設定 

出先機関の長に処分が委任され

ている事務について、本庁が示した

審査基準を決裁することなくその

まま使用している機関や、本庁が示

した審査基準はあるものの法令の

定めのみにより判断している機関

は、行政手続関係法令の規定に基づ

き、公表の方法も含め、早急に改善

されたい。 

 

本庁（主務課）が示した審査基

準を基に、処分機関において決

裁の上、審査基準を設定した。そ

の後、設定した審査基準を簿冊

形式で管理し、公表する措置を

講じた。 

 

 

 



福祉労働部 審査基準が古いままで改正がな

されていないものについては必要

な改正を行われたい。 

 

審査基準が古いままで改正が

なされていないものについて改

正を行った。今後も審査基準の

点検を行い、改正が必要なもの

については、遅れることのない

よう努める。   

 

保健医療介護部 

福祉労働部 

環境部 

県土整備部 

 

 

 

 

建築都市部 

２ 標準処理期間の設定    

出先機関の長に処分が委任され

ている事務について、本庁が示した

標準処理期間を決裁することなく

そのまま使用している機関は、行政

手続関係法令の規定に基づき、公表

の方法も含め、早急に改善された

い。  

 

その他の理由により標準処理期

間を設定していない機関について

も、これまでの処理実績等を踏まえ

ながら、可能な限り設定されるよう

努められたい。 

 

本庁（主務課）が示した標準処

理期間を基に、処分機関におい

て決裁の上、標準処理期間を設

定した。その後、設定した標準処

理期間を簿冊形式で管理し、公

表する措置を講じた。 

 

 

標準処理期間を設定の上、簿

冊形式で管理し、公表する措置

を講じた。 

 

 

保健医療介護部 

 

 

 

 

 

商工部 

 

 

 

 

農林水産部 

３ 許可証等の交付確認  

民間団体を経由して交付する際

に申請者への交付の確認が行われ

ていないものについては、適切な事

務処理が行われるよう努められた

い。 

 

同上 

 

 

 

 

同上 

 

民間団体が申請者に許可通知

書を送付した後に、民間団体か

ら送付簿の写しを受領し、交付

の確認を行うよう措置を講じ

た。  

 

民間団体から申請者へ交付を

行ったことについて、県への報

告書により確認し、管理する措

置を講じた。 

 

民間団体が申請者に交付した

ことについて、県への報告によ

り確認することとした。  



 

商工部 

 

 

 

 

 

 

県土整備部 

４ 申請手続の簡素化 

申請者に押印を義務づけている

ものや法令等では求めていない関

係書類等を提出させているものに

ついては、申請者の負担軽減のた

め、その必要性を検討の上、可能な

限り手続の簡素化に努められたい。 

 

同上 

 

登録申請時に、法令による備

付器具調書の他、調書に記載さ

れた備付器具を申請窓口に持参

させ確認していたが、法令によ

る備付器具調書のみの提出とす

ることとした。                

 

更新・変更申請時に新規申請

時と変更のない付属書類（地図

等）を申請者に再度提出を求め

ていたことについて、新規申請

時の付属書類を受付機関で確認

することで、申請者の負担を軽

減することとした。  

 

福祉労働部 

５ 特定個人情報の適正な管理 

申請書類については、特定個人情

報を含む書類が施錠なく保管され

ているなど、物理的な安全管理措置

が講じられていない機関が見受け

られたので、厳重な管理を行うよう

改善されたい。  

 

特定個人情報の記載がある申

請書類については、新たに購入

した鍵付きキャビネットで保管

することで、物理的な安全管理

措置を講じた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

福祉労働部 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務部 

６ 適正な公印の印影印刷 

印影印刷の際、処分機関の判断で

白紙に公印の印影のみを印刷し、複

数の通知書に使用しているものが

確認されたが、公印の適正な管理を

逸脱し、不正使用の恐れもある極め

て危険な状態となっていた。 

本件は既に改善が図られているも

のの、適正な管理を徹底されたい。 

 

制度所管課においても、印影印刷

に関する制度の周知を改めて行う

とともに、全庁的な点検など、現状

把握を行った上で必要な措置を講

じられたい。 

 

児童扶養手当関係通知書を、

白紙に印影のみ印刷するのでは

なく、使用目的(帳票名)も合わせ

て印刷を行い、適正に管理する

こととした。 

 

 

 

 

制度所管課の行政経営企画課

において、全職員を対象に実施

した「文書事務の自己点検」の際

に、印影印刷の制度を理解して

いるかどうかを点検項目とし、

注意喚起を図った。 

また、文書事務研修のテキス

ト等に取り上げ、文書担当者研

修会において説明を行い、所属

の職員に当該制度の周知徹底が

図られるよう措置を講じた。 

 

 

 

 


